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1.はじめに 
 
 都市交通における大部分を占める通勤交通の長距

離化は、車の渋滞がもたらすエネルギーの浪費や環

境負荷、鉄道車内の混雑などといった不経済をもた

らす要因となる。これらの問題解決のために職住近

接の都市構造へ誘導することが重要な課題とされて

いる。しかしながら、土地利用を大きく改変させる

ことは現実的でないことから、都心をまたぐような

Cross Commuting を職住配置の入れ替えにより解消

して通勤時間を削減する方策が議論されている。 

 これに関する既存研究として、鈴木ら 1)は東京都

市圏を対象に、職場と住宅の空間分布を現状のまま

として職住の入れ替えのみによって可能な通勤時間

の削減量を、通勤時間の総和を最小化する職住の割

当を求めることによって明らかにしている。桝谷ら
2)は、ある土地利用パターンのもとで起こりうる交

通流動範囲の中で、実際の通勤距離はどの位置にあ

るのか、また、土地利用パターンの変化によってど

の程度通勤時間の最小化、最大化に向かっているか

などについて考察している。円山ら 3) 4) は通勤にお

いて Cross Commuting の解消にともなう混雑の変化

を考慮した職住再配置モデルを提案し、東京都市圏

を対象に最適通勤パターンを求めている。 

 しかし、以上の研究では通勤コストのみの最適化

は考えているものの、住み替えのコストを考慮して

いない。実際は現居住地から遠方の情報を得ること

は難しく、地理的条件が分からない場所に居住する

ことは不安が大きいため、遠方に住み替えるコスト

は大きいと考えられる。そこで本研究では、円山ら

のモデルを拡張し、住み替えコストを考慮した職住

最適配置モデルを提案する。 

 

 

 

2.職住再配分ネットワーク 
 
 本研究では、住み替えから通勤までの過程を図 1

のような現居住地－将来居住地－従業地をつなぐネ

ットワークで表現する。住み替えリンクは、左端ゾ

ーンから右端ゾーンへ住み替えを行う居住者を表す。

また、将来通勤を表すリンクは、左端の住み替え後

の居住地ゾーンから右端の従業地ゾーンへの通勤者

を表す。各リンクコストはリンク交通量を説明変数

とする適当な関数で与える。 

 現居住地ゾーンから各従業地ゾーンへの現在の通

勤 OD である ODQ を所与とし、式(1)のようなネット

ワーク均衡モデル 5)によって将来の居住地ゾーンの

居住者数を決定する。 
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a :リンク番号  

ax :リンク aを通過する交通量 

( )a at x :リンク aに ax の交通量が流れた時の限界費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 職住再配分ネットワーク 
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図 3 居住者のフローパターン 

3.計算例 
 

  図 2 のように、居住地ゾーンが 3 箇所、従業地ゾ

ーンが 2 箇所である単純な仮想都市での計算例を挙

げる。現在居住地ゾーン A、B、C にそれぞれ 200

の居住者が存在し、従業地 D、E にそれぞれ 100 の

通勤 OD 交通量があるとする。a は住み替えコスト

のパラメータである。1<a の場合を Case1、1/2<a<1

の場合を Case2、1/4<a<1/2 の場合を Case3、a<1/4 の

場合を Case4 とする。 

 

 

図 2 居住地と従業地の分布 

 

表 1 各入力値 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3 は各ケースの居住者のフローを示している。a

が大きくなるにつれて、住み替えが行われにくくな

る。a が 1 よりも大きい Case1 では住み替えは全く

行われず、a が 1/4 よりも小さい Case4 では全居住者

が従業地から最も近いゾーンに住み替えを行う。 

 図 4 はパラメータ a と各コストの関係を示したも

のである。住み替えコストが大きいほど、従業地か

ら遠方であっても住み替えを行わなくなるため、通

勤コストは高くなる。 

【円山らのモデルとの相違点】 

 円山らのモデルでは、居住地ゾーンの居住者数を

制約条件として住み替えを行う。図 2 の例では、通

勤コストは 1,150 となり、Case2 での通勤コストと等

しい。本研究モデルではこの制約がなく自由な住み

替えを認めているため通勤コストは Case3、Case4

のようにさらに安くなる。つまり、居住者数の制約

を外すことで効率がよくなることがわかる。また、

円山モデルでも住み替えコストが発生する。これを

加えると総コストは本研究の解より大きくなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

通勤コスト限界費用 

居住地＼従業地 D E
A 100 100
B 100 100
C 100 100

居住地＼従業地 D E
A 2 3.5
B 1 2.5
C 3 1.5

現在通勤 OD 交通量 住み替えコスト限界費用

A B C
A 0 a 5a
B a 0 4a
C 5a 4a 0 A
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